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中部経済連合会

カーボンニュートラルに関する

中経連会員アンケート結果



中経連窓口担当者メール宛に一斉メールにてアンケートを実施。経営企画部
門・総務部門・環境部門等からの回答を依頼。

アンケート期間は
１２月７日（月）～
１２月２４日（木）

回答数
２３５件

平均回答時間
１６分１１秒

業種内訳は右グラフの通り

中経連会員アンケート結果（その１）

鉱業（素材他）

建設業・設

備工事業

製造業

電気・ガス・熱供給・

水道業
情報通信業

運輸業流通業（卸売、小売）

金融業、保険

業、不動産業

専門・技術サービス業

宿泊業

生活関連サービス業

教育、学習支

援業

医療、福祉業

その他（団体

他）
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〇2050年のカーボンニュートラル達成は
厳しいと思うか

回答の約７５％がビジネスチャンスであ
ると、政府方針について前向きにとらえ
ている。その一方で、同質問の回答とし
て、「厳しい」と考える会員は９割を超
えていることから、各会員が様々な課題
を抱えていることがうかがえる結果。

中経連会員アンケート結果（その２）

厳しい

25%

厳しいがビジネス

チャンスでもある

68%

ビジネスチャンスである

7%
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中経連会員アンケート結果（その３）

〇2050年のカーボンニュートラル達
成はどのようなところで厳しいか

２０５０年カーボンニュートラルが厳
しいものであり、ビジネスチャンスと
の答えを出さなかった会員は約２５％
であり、その理由の主たるものは脱炭
素技術等のイノベーションが困難であ
ることおよび技術開発余力がないこと
で、技術開発に関するものであった。
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その他

諸外国との競争に勝

てなくなる

現行の法制度下では

実現が難しい

脱炭素化等により現在製

造している商品が売れな

くなる

脱炭素技術等の技術開

発余力がない

脱炭素技術等のイ

ノベーションが困

難

0% 20% 40% 60%



中経連会員アンケート結果（その４）

〇2050年のカーボンニュートラル達
成を目指す上で、どのような対策を考
えているか。あるいは、どのようなビ
ジネスチャンスと考えるか

多かった回答は、現実的に可能と思わ
れる省エネの促進や働き方改革による
省ＣＯ２体制促進であり、現状技術で
も達成可能なところを対策として考え
ていることがうかがわれる。

5

とくに考えていない

その他 植林、人口光合

成技術開発等の

マイナスの排出

への取り組み

温暖化ガスを生

じない生産プロ

セスへの移行

自社電源として

再エネ電源導入

による電力の脱

炭素化

脱炭素化等の技術研

究を進め、イノベー

ションを起こす

在宅勤務、リモート会議等

の働き方改革による低温暖

化ガス排出体制の促進

省エネの促進によるエネ

ルギー消費量の低減促進

0% 20% 40% 60% 80%



中経連会員アンケート結果（その５）

〇2050年のカーボンニュートラル達
成を目指す上の課題

カーボンニュートラルの達成を目指す
上での課題としてほとんどの会員は、
技術革新が必要であること、コストが
かかるの２つを選択しており、イノ
ベーションとそれにともなうコストに
カーボンニュートラル達成の困難さが
集約されていると考えていることがわ
かる。
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投資対象から外される恐れがある

わからない

その他

法令等の制

約がある

コストがか

かる

技術革新が

必要となる

0% 20% 40% 60% 80% 100%



中経連会員アンケート結果（その６）

〇2050年のカーボンニュートラル達
成を目指す上で、国や自治体に要望す
ること

多くの会員がカーボンニュートラルの
努力に対する補助金もしくは税優遇を
求めているとともに、技術研究を国を
挙げて推進することを要望しているこ
とが明らかとなった。
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特にない

その他
移行措置期間の

設定

国際的な温暖化

ガス削減の流れ

への協調

国民の理解獲得

のための対応

法令等の規制緩和

温暖化ガス排出ゼロ技術

研究の推進

温暖化ガス排出ゼロ技

術導入への税の優遇

課題解決のための

対策費に対する補

助金の導入

0% 20% 40% 60% 80%



中経連会員アンケート結果（その７）

〇2050年のカーボンニュートラル達
成を目指す上で、社会、他企業、消費
者等に期待したいこと

カーボンニュートラルの達成に向け、
各会員自らの努力のみでは解決できな
いところが多いと考える一方で、自ら
消費者の目線に立って考えた際、カー
ボンニュートラル達成という目標のた
め、生活にかかるコストの上昇を許容
できないことの現れであると考えられ
る。
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その他

エネルギーコス

ト上昇の許容

省エネの努力

大学等研究機関における温暖化

ガス排出ゼロ技術の研究促進

ＥＶ等、温暖化ガス排出ゼロ製品の積

極的な購入

イノベーションによる温暖化

ガス排出ゼロ技術確立
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